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諮問庁：日本年金機構 

諮問日：令和元年１１月５日（令和元年（独個）諮問第４０号） 

答申日：令和２年８月３日（令和２年度（独個）答申第１０号） 

事件名：本人の来所の記録データの一部開示決定に関する件（保有個人情報の

特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「年金事務所への来所のきろくのデータ（コンピューター内のもの）特

定年月日Ａのもの含む」に記録された保有個人情報（以下「本件請求保有

個人情報」という。）の開示請求につき，別紙に掲げる文書に記録された

保有個人情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）を特定し，一部

開示した決定については，本件対象保有個人情報を特定したことは，妥当

である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

  独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」と

いう。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，令和元年６月２７日

付け年機構発第１号により，日本年金機構（以下「機構」，「処分庁」又

は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」とい

う。）につき，取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の審査請求の理由は，審査請求書の記載によれば，以下のと

おりである。 

  決定書の記載の特定年月日ｇを取り消して全部開示としてほしい。 

  特定年月日ｌは特定地区Ａに特定市Ａから転入したので特定年金事務所

Ａから特定年金事務所Ｄへかんかつがかえれた。 

  特定年月日ｍは特定地区Ｂへ転入と転籍をしたので，さらに，かんかつ

が変わった。自己の年金の記録の期間が先に改ざんされていたので，そ

の期間の年金記録がつかずに，さらに一回目の令和元年になる前に特定

年Ａの記録は特定年Ｂとして下につけられてこまっていた。特定期間を

記載されて２回目の特定年Ｃが来た時には記録が消えて次に同じ年金記

録になる様にされていた様に思えた。 

  その様な中で年金の記録をいただくのに来所をしていた。しかし特定年

月日ｇは用事の為に特定年金事務所Ｄに来所していない。決定書と共に，

改ざんされている年金記録を取り消ししていないので，全部開示にして
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ほしい。また特定年月日ｎは国民年金の特定年月Ａ分が，特定年月Ｂ分

として記録されたので，特定番号の扱いになった後，環付金（原文マ

マ）の処理の扱いで，一回目の特定年月日ｎに来所していたのに来所記

録がなかった。年金記録と５年の国民年金控除証明書もいただいていた。

今回も全部開示にしてほしく，前の開示では，決定書なしで部分開示の

扱いのように特定年金事務所Ｄで対応されていた開示で，こまっていた。

特定年月日ｂで，特定年月日ｃには，また文章を指定されつつ，開示請

求は３００円の扱いでなかったので決定書もなく，審査請求もできなか

った。（別の特定年金事務所Ｄの開示） 

  他の年金問題の審査請求では，和号（原文ママ）の変化使用で期間の特

定について特定市Ｂも弁護会（原文ママ）でも説明がなく，期間の特定

に正しい対応ができなかったが，年金記録と来所記録を一致させるため

に，この内容で開示請求をして審査請求をすることとした。 

  年金事務所へは来所していた日が，もう少しあり，全部開示としてほし

い。令和元年の５／２９付で開示請求をしていた。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経過 

   本件審査請求に係る経過は以下のとおりである。 

   令和元年５月２９日に審査請求人が，特定年金事務所Ｄあてに「相談事

跡 個別詳細票」の開示請求を行った。 

   これに対し処分庁は，令和元年６月２７日に一部開示決定をした。 

   なお，以下の部分は不開示とした。 

   ・委託社会保険労務士の氏名及び委託事業者の従業員氏名 

    法１４条２号に規定されている開示請求者以外の個人に関する情報で

あって，開示することにより，開示請求者以外の個人の権利利益を害す

るおそれがあるものである為。 

 ２ 諮問庁としての見解 

   審査請求人は開示された「相談事跡 個別詳細票（受付年月日特定年月

日ｇ）」について，特定年月日ｇは年金事務所に来所していないにも関わ

らず，来所していたと改ざんされたと申し立てている。 

   特定年月Ｃ（年月は特定年月日ｇと同じ。）当時，相談事跡を管理して

いるシステムは，相談事跡入力時に受付年月日の変更ができない仕様とな

っており，相談事跡入力日が受付年月日として登録されていた。そのため，

来所日当日に相談事跡の登録ができず，翌日以降の登録となる場合は，相

談事跡の「その他の特記事項欄」等に実際の来所年月日（相談受付年月

日）を記載し，管理する運用としていた。 

   該当の「相談事跡 個別詳細票（受付年月日特定年月日ｇ）」において

は，「その他の特記事項」欄に「特定年月日ｏ分事跡」と記載があるため，
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特定年月日ｏに来所した際の相談事跡を特定年月日ｇに入力したものと考

えられる。 

   運用のとおりに相談事跡を登録しており，特定年月日ｇに審査請求人が

来所したかのように相談事跡を改ざんした事実はない。 

   また，審査請求人は特定年月日ｎに国民年金保険料還付のため来所して

いるにも関わらず，相談事跡の登録がないことを申し立てている。 

   相談事跡は年金相談の経過把握を主な目的としており，年金事務所の来

所記録の管理は目的としていない。そのため，年金事務所国民年金課にお

いて保険料納付等についての相談を行った場合は，相談事跡の登録は要し

ない。よって審査請求人が年金事務所に来所したと申し立てている日すべ

てにおいて，相談事跡の登録が行われているわけではない。なお，システ

ムに登録されている審査請求人の来所に関する相談事跡は，すべて開示し

ている。 

 ３ 結論 

   以上のことから，本件については，来所記録の改ざんを行った事実はな

く，システムに登録されている来所に関する相談事跡はすべて開示してい

ることから，本件不服申立ては棄却すべきものと考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和元年１１月５日  諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和２年７月１６日  審議 

   ④ 同月３０日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

  本件開示請求は，本件請求保有個人情報の開示を求めるものであり，処

分庁は，本件対象保有個人情報を特定し，その一部を不開示とする決定

（原処分）を行った。 

  これに対し，審査請求人は，本件対象保有個人情報のうち特定年月日ｇ

には年金事務所に来所していないにもかかわらず相談事跡が特定されてお

り，また，特定年月日ｎなど他にも来所した日があるにもかかわらず相談

事跡が特定されていないなどとして原処分の取消しを求めているが，諮問

庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対象保有個人情報の特

定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性について 

（１）「相談事跡 個別詳細票（受付年月日特定年月日ｇ）」の特定の妥当

性について 

ア 審査請求人は，審査請求書（上記第２の２。以下同じ。）において，
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特定年月日ｇには特定年金事務所Ｄに来所しておらず，記録が改ざん

された旨主張しているが，諮問庁は，上記第３の２において，当該相

談事跡は特定年月日ｏに審査請求人が来所した際の相談事跡を特定年

月日ｇに入力したものである旨説明する。 

イ 当審査会において，諮問書に添付された当該相談事跡を確認したと

ころ，「その他の特記事項」欄に「特定年月日ｏ分事跡」と記載され

ていると認められる。 

ウ そうすると，当該相談事跡の作成については諮問庁の上記第３の２

の説明のとおりであると認められ，これを覆すに足りる事情もないこ

とから，本件開示請求に対し，当該相談事跡に記録された保有個人情

報を特定したことは，妥当である。 

（２）その余の相談事跡の特定の妥当性について 

  ア 審査請求人は，審査請求書において，国民年金保険料還付のために

来所した特定年月日ｎなど，年金事務所へ来所した日がもう少しあり，

それらの相談事跡を特定するよう求めている。 

これに対し，諮問庁は，上記第３の２及び当審査会事務局職員をし

て確認させたところによると，お客様対応業務システムへの相談事

跡の登録は年金事務所のお客様相談室が受け付けた年金相談の経過

把握を主な目的としており，年金事務所の来所記録の管理は目的と

しておらず，そのため，年金事務所国民年金課において保険料納付

等についての相談を行った場合は相談事跡の登録は要しないなど，

審査請求人が年金事務所に来所したと申し立てている日全てにおい

て，相談事跡の登録が行われているわけではなく，同システムに登

録されている審査請求人の来所に関する相談事跡は，全て開示して

おり，また，来所を記録するその他のシステムはない旨説明する。 

  イ 諮問庁の上記第３の２及び上記アの説明は，不自然，不合理とまで

はいえず，これを覆すに足りる事情もないことから，機構において本

件対象保有個人情報の外に特定すべき保有個人情報を保有していると

は認められない。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求個人情報の開示請求につき，本件対象保有個

人情報を特定し，一部開示した決定については，機構において，本件対象

保有個人情報の外に開示請求の対象として特定すべき保有個人情報を保有

しているとは認められないので，本件対象保有個人情報を特定したことは，

妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 本件対象保有個人情報が記録された文書 

 

特定年月日Ｂ，特定年月日Ｃ，特定年月日Ｄ，特定年月日Ｅ，特定年月日Ｆ，

特定年月日Ｇ，特定年月日Ｈ，特定年月日Ｉ，特定年月日Ｊ，特定年月日Ｋの

特定年金事務所Ａの相談事跡 個別詳細票，特定年月日Ｌ，特定年月日Ｍ１回

目，２回目，特定年月日Ｎの特定年金事務所Ｂの相談事跡 個別詳細票，特定

年月日Ｏ，特定年月日Ｐ，特定年月日Ｑ，特定年月日Ｒ，特定年月日Ｓ，特定

年月日Ｔ１回目，２回目，特定年月日Ｕ，特定年月日Ｖ，特定年月日Ｗ，特定

年月日Ｘ，特定年月日Ｙ，特定年月日Ｚの特定年金事務所Ｃの相談事跡 個別

詳細票，特定年月日ａ，特定年月日ｂ，特定年月日ｃ，特定年月日ｄ，特定年

月日ｅ，特定年月日ｆ，特定年月日ｇ，特定年月日ｈ，特定年月日Ａの特定年

金事務所Ｄの相談事跡 個別詳細票，特定年月日ｉ，特定年月日ｊ，特定年月

日ｈ，特定年月日Ａの特定年金事務所Ｅ相談事跡 個別詳細票，特定年月日ｋ

の特定年金相談センターの年金相談事跡 個別詳細票 

 


